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地質調査所の海外活動の概要(昭和57年度)

井上英二･神谷雅晴･桑形久夫(海外地質調査協力室)

EijiIN0UE･MasaharuKAMITANI･HisaoKUwAGATA

1活動の概要

地球科学の進歩及び地下資源開発の発展に伴ってこ

の分野における国際的活動は年々増加の一途をたどって

いる｡地質調査所はわが国における唯一の地球科学

分野に関する総合的た政府調査研究機関として国際的

活動を活発に行っている･当所の活動を区分すると

1)組織を通じて他国または国際機関と共同あるいは援助

の形式で行う国際協力2)白嶺丸を使用して中部太平洋

の深海底鉱物資源を調査する地調独自の研究3)学術的

技術的レベルの向上を図る国際学会等への出席と在外研

究(海外研修･留学)4)国内の他機関との協力の形で実施

する海外調査及び5)海外地質情報整備などである(第

1表)､*これらのうち国際活動の主体をなすのは国際

協力である｡国際協力はわが国の外交･資源政策に沿

って行われることは言うまでもないカミ同時に地球的視

野から地球科学的諸現象を把握するためにも必要な活動

である.

国際協力

地質調査所の国際協力は20数年の歴史をもつ.か

つては発展途上国援助のための専門家派遣が中心であ

ったカミ近年次第に協力内容カミ多様化し現在では第2

表のようにさまざま祖形態の協力が行われ複雑にな

ってきている･国際協力を内容別にみると研究協

力･技術鴇力及び委員会等に大別される.研究筋力と

は地質調査所が主体性をもって研究課題･対象を選び

同様の関心を有する国々または国際機関をパｰトナｰと

して選択し共同で調査研究を行うものである.一方

技術協力は主として発展途上国及び国連機関の要請に基

づいて実施されるもので国際協力事業団(JICA)がそ

の窓口でかつ予算支出機関となっている.これら2種

類の協力は地質調査所カミ取り組む姿勢からみると前

者が積極的後者カミ受け身型といえる.

委員会は地質調査所が政府の代表機関として参加すべ

き性質のものであり国際協調には欠かせないいわば

義務的な会議である.とくに国連関係の委員会と理

事会はアジア太平洋社会経済委員会(ESCAP)*が主管す

る下部機構であってアジアの陸海雨域における鉱物資

源探査開発に重要狂役割をはたしている.これら委員

会を構成する各国の代表機関はそれぞれの地質調査所ま

たはそれに相当する機関である.地質調査所はアジア

における唯一の先進国としての立場からこれら委員会

の主導的立場にありこれまで代表派遣特別･技術顧

問のサｰビス専門家派遣等を通じて委員会の活動に

貢献している.

以上3通りの国際協力は並行して行われるべきである

カミ狂かでも地質調査所の立場としては協力の内容を

充実させ地球科学の発展により多く寄与するためにも

将来研究協力の比率を高めていくのカミ望ましいと考えら

れる.

国際学会･在外研究

急速な地球科学の発展に遅れることなく研究者のレベ

ルを向上させるには国際学会やプロジェクトの各種委

員会.ワｰクショッデセミナｰ等に出席あるいは先

端をいく研究機関に赴いて情報収集と交換を行い知識

を吸収し自らの研究成果を発表して評価をうけること

が大切である.これは科学者にとって最も重要なこと

であり地質調査所のポテンシャルの向上にも直結する.

今後もできるだけ機会をとらえ積極的に推進すべきも

のと考えられる.

国内他機関の海外活動への協力

政府関係研究機関公団事業団大学民間企業の

委託･受託の形で行われる海外調査は国立研究機関で

ある地質調査所カミ行うサｰビスのひとつでもある.し

かしこの種の調査はたんにサｰビスにとどまらず地

質調査所独自ではできたいよう荘地質情報の入手ある

いは大規模調査への参加等の利点カミある.最も成功し

ている例のひとつとして石油公団が実施している南極

周辺海域の基礎地質調査航海があげられよう･この航

海を通じて南極周辺海域の海底地質が把握されグロ

ｰバノレなテクトニクスの理解を深めることができたと同

*本テｰマ中の表はすべて34頁以降に一括掲載してあります
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写真1第19回CCOP会議.

外務省会議室にて石坂工業技術院長のメッセｰジ朗読､

時に同海域における海底地質調査技術も経験し得たこ

とは大き底収穫である.このように委託･依頼によ

る海外調査もまた調査所にとって重要校活動のひとつ

となっている.

海外地質情報の整備

地質調査所には四半世紀にわたって世界各地に派遣さ

れた職員の集めた地球科学関連情報とくに踏査図等の

ナマの情報カミおびただしく蓄積されている･また

図書交換等の入手した各国の各種地質図類が多数ある.

これらは世界の鉱物資源探査の基礎資料となるばかりで

なく世界各地の地質的特性を把握し地球科学上の理

論を立てるうえにも貴重な資料となる.これらのうち

公開して差し支えないものはできるだけ公表して広く

活用されるようにしたいと考えている.

以上の活動を通じて57年度に行った研究者交流の合計

は当所職員海外派遣数53名(派遣国数19ケ国第3表)受

け入れた研究者･研修者は25ケ国より52名であった(第

5表).以下に国際協力を中心として昭和57年度に実

施した活動の要点を述べる.

257年度の活動

2.1研究協力

2.1.1共同研究

国際研究協力特別研究

この特別研究は工業技術院国際研究協力課が主管する

国際産業技術研究事業(ITIT事業)の一環として行われ

ているものである.これはわカミ国の研究員の派遣と相

手国からのフェロｰ研究員の招へいを通じて

発展途上国の研究機関と共同して研究を行う制

度であり当該国研究員の人材養成ならびに研

究ポテンジアノレの向上に寄与することを目的と

している.

この研究は昭和48年度から開始されたが地質

調査所が本事業に参加したのは昭和52年度が最

初でr東南アジアの地質構造の研究(52～55年

度)｣を晴夫とする.以後研究プロジェクト

数は次第に増加し昭和57年度には5ケ国5プ

ロジェクトとなった一狂お昭和58年度には

3プロジェクトがあらたにスタｰトすることに

なり57年度終了プロジェクト2を差引い

たとしても6プロジェクトが実施される予定で

ある(第1図).

以下に57年度に実施した5プロジェクトに

ついてその概要を述べる一

i)乾燥地域における銅･鉛･亜鉛鉱床探査法の研究

(54～57年度)

この研究は世界的に著名なアンデス造山帯に分布する

火成岩たらびに代表的な銅鉛亜鉛鉱床についてチ

リ調査所と共同して研究を行いそれらの成因を明らか'

のするとともに鉱床探査法の確立をはかることを目的

として実施された･57年度は本研究の最終年度であり

鉱床部から1名の現地派遣とチリ地質調査所から1名の

招へいによって共同研究が行われた･4ケ年にわたる

本研究の結果イ)アンデス地域のホｰフイリｰ･カッ

パｰ鉱床は酸化度の高い高帯磁率の中生代～新生代

の貫入火成岩類に密接に関係することから広域的探査

には帯磁率の測定が有効であること口)エルテニエン

テ鉱床の研究の結果この地域のホｰフイリｰ･カッパ

ｰ型鉱床は安定同位体の研究によりいわゆる北米地域

のマグマ水一地表水モデルとは異りほとんどがマグマ

水起源であることノ･)この地域に多く見られるマント

型鉱床は黒鉱型鉱床のような層準規制ではなくむしろ

構造規制的要素カミ強くしたカミって鉱床探査には貫入火

成岩体との関係を明らかにする方がより有効であること

などが明らかにされた.

ii)遠隔探査技術による地質構造解析の研究(55～57

年度)

本研究はランドサット映像を利用して韓国から西南

日本にまたがる地域の地質構造解析を韓国動力資源研究

所と共同で実施しリモｰトセンシング技術の応用性を

高めることを目的としている｡57年度は最終年度にあ

地質ニュｰス358号�
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研究プロジェクト名�54�55�56�57�58�59年度以降

車乞価圭上出血爽における鉗･鉛･収鉛鉱床探査法������

(チリ地貫､調～折)������

遠隔探奔手交術;二よる地賃構造解析������

い1≡仙11動力資1■鮎汗究所)������

Jl…火山地帯の地熱エネルギｰ������

1タイ鉱物資洲砧)�����一一�

火山林沫成岩に伴う鉱物資源������

川1旧地貰鉱産舳������

地/三断属沽断属1毛つ一こ地腹予知������

1ト川コ鉱物調査閉発研究所)������

耐火物資漁������

川1[王1地'1^f鉱産部)�����二二�二=二

カｰボナタイト鉱床������

1ブラジル鉱山動力竹)�����=二�二二ニｰ

油.ガス1土1地域の地質構造角隼析������

(ビルマミヤンマ石油分社)�����=二�二二二

第1図最近の国際研究協力特別研究の推移

たり地質調査所から1名韓国側から2名の交流によ

る現地研究と総括のためのディスカッションを行った･

3ケ年にわたる研究によって朝鮮半島一西南日本の

地質構造図を完成するとともに大陸性構造一島弧性構

造の比較を行い構造運動の特性を明らかにした･そ

の中で朝鮮半島南東部のNNE-SSWの方向性をもつ

梁山断層系は対島及び五島列島の西側付近まで延長し

写真2タイ国サンカンペン地域の地熱噴気.

1984年6月号

がつ日本海と東支那海とを分ける重要た意味をもつ地質

構造の一つであることが明らかとなった.

iii)非火山地帯の地熱エネルギｰに関する研究(55～

58年度)

タイ国の地熱は世界の主要な地熱地帯カミ火山性である

のに対して異質であり大陸地殻の断裂帯に関係すると

考えられタイ北部一帯にその徴候が観察される･本

研究はタイ国鉱物資源局と共同でチェンマイ東方のサ

ンカンペン地域の深部地熱の熱的構造を解明しそのポ

テンジャノレを把握することを目的として実施されている･

57年度は地質調査所から1名の派遣タイ側から2名の

招へいを通じて研究を行った.3年を経過した研究の

結果はアジアの他の非火山地域における地熱探査の貴

重な基礎資料となることが期待されている.

iv)地震断層活断層及び地霧予知に関する研究(57

～59年度)

本研究はトルコ鉱物調査開発研究所と共同して57年度

から開始された･トルコ共木口国における大規模地震は

北部をほぼ東西に走るアナトリア断層帯に集中して発生

し大きな災害をもたらしている･この断層帯はわ

が国の中央構造線とその規模や性格がよく類似するの

で両者の比較研究が有効である･57年度は両国側から

各1名の研究者め交流1こよって両断層の調査を実施し

た･本研究は始まったばかりであるが最終的にはア

ナトリア断層の基本的性格が把握され活断層の活動度�
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の推定が可能となると予想されトルコにおける地震災

害対策のみならずわが国の地震予知研究にも寄与する

ものと期待される､

v)火山岩･深成岩に伴う鉱物資源に関する研究(56

～58年度)

中国地質鉱産部(省)と共同して中国大陸周縁地域に

発達する大陸地域特有の鉄･銅･鉛･亜鉛鉱床ならびに

カノレデラに伴う火山一深成型鉱床について岩石学的鉱

物学的手法により成因研究を行うものである･さらに

西南目本一朝鮮半島と中国大陸地域の比較研究を行うと

ともに大陸性環境下に生成された鉱物資源の評価を行

う.57年度は地質調査所から1名の派遣と中国側か

ら2名の研究員招へいによって実施された.本研究に

より金属鉱床探査のための手法の確立かはかられると

ともに西南日本との比較による総括的な地質鉱床発展

史が解明されるものと期待される.

以上の研究協力における研究者の派遣と相手国研究員

の招へいをそれぞれ第3表1)及び第5表1)に示す.

インド洋太平洋プレｰト境界研究

この研究はインド洋太平洋プレｰト境界海域における

島弧海溝系の地質構造を解明することを目的とし科学

技術庁振興調整費によって56年度から60年度までの5

ケ年計画でわが国の海洋調査船を使用して実施される･

相手国には南太平洋の島興国オｰストラリアニュｰ

ジｰランド及び｡coP/soPAc事務局である.57年

度はオｰストラリアニュｰジｰランドパプアニュｰ

ギニァソロモン諸島フィジｰトンガの各国関係機

関と事前打合せを行うと共に(第3表3))船上調査機器

とくにマルチチャンネル音波探査装置の整備･開発なら

びに情報収集を行った･調査航海は58年度に実施され

ることになっている.

2.1.2編集協力

国連機関や国際機関はさまざまな種類･縮尺の地質

図類を作成する計画や広域にわたる地質対比計画を有す

る.これらの計画には各国の地質調査所または政府の

地質研究機関が参加している.当所が関係しているの

は以下の計画でありその編集作業の予算の大部分は

地質調査所の経常予算でまかなわれている･

写真3中国南京地質鉱産科学研究所のカウンタｰパｰトの人

々.

環太平洋マッププロジェクト

このプロジェクトは1973年に発足し翌74年に設立さ

れた環太平洋鉱物資源理事会の事業の一つとして運営さ

れている.その目的は環太平洋地域の地質地質構造

及びエネルギｰ鉱物資源に関する情報資料を収録し

て1000万分の1及び2000万分の1の地図にまとめるとと

もに可能な限りデｰタの標準化を行うことにある.

全体の運営は米国地質調査所によってなされ毎年1回

のプロジェクト会議によりプロジェクトの計画実行等

に関する討議･調整が行われている.

環太平洋地域は南極を含めた5区画に分割されており

その北西区画を日本が分担し各種地図の編集に当って

いる.北西区画パネノレは極東ソ連からインドネシアに

至る広い範囲でその東側は米国地質調査所が担当する

北東区画にまたその南側はオｰストラリア鉱物資源局

担当の南西区画にそれぞれ接している.

北西区画パネノレの議長は西脇親雄博士(資源開発大学校

顧問)副議長は当所の野沢保主任研究官で事務局は

海外地質調査協力室である･パネルメンバｰは地質調

査所東京大学筑波大学石油公団技術開発センタｰ

石油資源開発(株)などによって構成されている.

昭和57年のマッププロジェクト会議は5月にパネル

議長会議が米国レストンでまた特別会議が8月にハ

ワイで開催された.地質調査所からは野沢保副議長が

出席し地質図･地質構造図･鉱物資源図の作成スケジ

ュｰル等について討議を行った(第3表3)).

これまでに刊行されたものとしては昭和52年地理図

1000万分の1と昭相57年のプレｰトテクトニクス図が

あり後者は全体図(2000万分の1)と5区画図(各女1000

万分の1)からたっている｡今後はすでに各区画で

原図の完成している地質図(1000万分の1)の刊行が予定

されているほか地質構造図エネルギｰ図(炭化水素

資源図)鉱物資源図などについても作業が進捗しつつあ

地質ニュｰス358号�
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る.

世界地質図委員会(CGMW)

本委員会は国際地質科学連合(IUGS)の下部組織とし

てパリに本部を置き活動している.この組織には世

界各国の国立地質調査研究機関カミ加盟しアジア各国で

もほとんどの地質調査研究機関が参加している.ア

ジアでは1972年にインドニュｰデリｰに支部が設置さ

れインド地質調査所長が支部長となって以来積極的

恋活動カミ行われるように狂った.

本委員会の具体的な成果としては1983年にアジア地

質構造図(4シｰト500万分の1)が出版されたのを初め

この図をべ一スとして同縮尺の鉱床生成図の編集作業が

着々と進められており恐らく1984年の早い時期に出

版されるものと思われる.鉱床生成図はアジア地質構

造図と同じく酉はイラン北はモンコノレ南はインド

ネシアまでの広い範囲をカバｰし鉱床部併任の兼平慶

一郎千葉大学教授を中心として地質調査所関係者が共同

編集を行っておりその完成に期待カミ寄せられている･

堆積盆対比計画

国連の国際地質対比計画(IGCP)の一つとしてESC

APカミ主管して作業をすすめている.これは堆積盆地

間の広域層序対比を行うものでこれまでに日本を含め

た数編の層序対比図カミ刊行された.現在環太平洋地

域の堆積盆対比の作業カミ行われている｡

鵬CA更地図編集計画

ESCAPカミ10数年前から実施している地図編集計画で

あり最近ではアジア地域の鉱床分布図や石油ガス田図

等カミ刊行されている･地質調査所は昭和56年

度に作成した東アジア地域重力図にインドネシ

に韓国南部の地質情報を収集して西南目本島弧と朝

鮮半島の構造関係を明らかにしつつある.

テクニカルブレティンの編集

地質調査所はテクニカルブレティンの編集及び印刷を

行ってCCOPの活動に貢献している.同誌はCCO

P域内における地質･鉱物資源に関する調査研究の論文

集であり年1回発行される.57年度は従来からの編

集責任者である嶋崎吉彦鉱床部長により7件の研究論

文を含むVoL15が刊行された.

2.2技術協力

主として発展途上国及び国連機関の要請に基いて行わ

れる技術協力は大別して専門家派遣と研修員受入れ

にわけられる.

2.2.1専門家派遣

わが国の重要な政策のひとつである発展途上国への経

済的･技術的援助が拡大の一途をたどるにつれて当所

への専門家派遣要請もまた増加の便向にある.これら

の要請は主として国際協力事業団(JICA)を経て当所に

もたらされ要請に応えて当所職員が同事業団の専門家

として海外に派遣されている･このほか国連機関か

ら直接当所へ要請が来ることカミありまた科学技術庁

の経費で専門家を派遣することもある･

57年度にJICAから派遣されあるいは派遣中の職員

数は短期(1年未満)長期(1年以上)あわせて15名

(ただしJICAの在外研究と海外研修の3名をのぞく)うち

長期派遣5名短期派遣10名であった(第3表2))長期

派遣の対象は国連関係機関が多く専門家は機関事務局

アからの新規デｰタを盛り込んで改訂重力図

及び同説明書を完成した.

S皿ATAR計画

CCOPとIOC(政府間海洋学委員会)の共催で

実施しているSEATAR計画(東アジアの地質構

造及び資源の研究)は東アジア各地で海陸にまた

がる代表的なトランセクトを設定し地質構造

調査を行っている･わが国に関するトランセ

クトは西南日本を横断して日本海に入り韓

国を横断して黄海に達する側線である.この

トランセクトに関連して地質調査所は西南目本

西部の調査を行っているが現在までに対馬海

峡･山陰沖の海底地質デｰタを編集するととも

1984年6月号
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写真5集団研修員のコンピュｰタｰ実習.

や研究所に拠点を置いて域内の複数国に対して技術指

導あるいはプロジェクトの推進を行っている･短期派

遣は数週間から数ケ月間相手国に滞在して技術指導や調

査を行う.

第4表は過去10年間の技術協力のための専門家派遣人

数及び延べ日数を示したもので派遣予算出処別に集計

したものである.これを見るとJICA関係の専門家

派遣は人数及び延べ日数ともに55年度をピｰクとして

激減している･これは主として長期派遣の減少に起因

する.すなわち55年度の長期派遣者は10～14名であっ

たが56年度は6～10名そして57年度は5名に減って

いる一長期派遣の減少は当所で派遣できる専門家の不

足と予算上の問題によるものである.

2.2.2研修員の受け入れ

研修員の受け入れは集団研修コｰスと個別研修とに大

別される･前者はJICAが主管する研修コｰスで地

質調査所は沿海鉱物資源探査及び地下水資源開発の2コ

ｰスを毎年受け持っている.両コｰスとも57年度で

16回を数える.集団研修コｰス及び個別研修の研修員

数は57年度合計4!名うち集団研修コｰスは19名であ

った(第5表).

沿海鉱物資源探査集団研修コｰスは6か国から8名の研

修員を受け入れて(第5表2))昭和57年5月13目から

12月16目までの7か月間実施された.このコｰスの目

的は海底鉱物資源特に石油鉱床の探査に関する基礎知

識と技術を習得するものであるため海上物理探査に重

点がおかれている｡講義ならびに室内実験のほか海

洋地質調査船白嶺丸による船上実習航空機による室中

磁気探査実習のほか地質巡検旅行を実施した･最後の

約1か月間は各研修員がそれぞれ関心のあるテｰマを

選び教官の指導を受けながら技術報告書を作成した.

過去16回の研修受講者数は合計172名に達しており

その全名簿は昭和58年度の研修員10名を含めて58年9月

に印刷された.

地下水資源開発集団研修コｰスは9か国から11名の研修

員(第5表3)参照)を受け入れて昭和57年8月31目から

12月15目まで約4か月間実施した.このコｰスの目的

は地下水の探査開発ならびに管理についての基礎お

よび応用知識を習得させることである･研修内容は講

義のほか測定記録解析などの野外実習と地質巡検

旅行から成っている.野外実習においてはとくに工

業技術院敷地内に観測井を実際に掘削し電気探査検

層揚水試験たどを行いそれらの結果を研修員がとり

まとめて技術報告書として提出した･この研修は筑波

大学の協力によって一層充実した成果を得ることがで

きた.

個別研修はフィリピン3名(窯業原料ならびに海洋地質調

査)インドネシア1名(地震予知)ペルｰ1名(物理探査

理論)ケニア2名(地殻熱探査)ビルマ3名(鉱物研究)

中国3名(遠隔探知および黒鉱鉱床)タイ1名(海洋地質

調査)韓国1名(海洋地質調査)インド1名(同位体地

質)ネパｰル1名(地質図幅調査)台湾2名(遠隔探知)

タンザニア1名(同位体地質)トルコ1名(石炭資源調

査)メキシコ1名(銅鉱床調査)の計22名(第5表4)参

照)を受け入れた.このうちフィリピンタイ韓国

の海洋地質調査では白嶺丸に乗船して研修を行った･

このほか米国カナダ及びニュｰジｰランドから3名

の教授が来所しそれぞれ数目から一週間滞在して施設

写真6昭和57年度沿海鉱物資源探査集団研修員7ヶ国8名.

地質ニュｰス358号�
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写真8昭和57年度地下水資源開発集団研修員

10ケ国ユ2名.

見学討論等が行われた(第5表5))､

2.3委員会等

国連関係機関で地質調査所が密接に関係しているのは

EscAPccoPccOP/soPAc及びRMRDcである.

これらは東アジア中部アジア南太平洋諸島の地質と

地下資源の探査開発に深いかかわりをもつ機関であり

これらを軽視してアジアにおける海陸両域での地質調

査研究や鉱物資源探査活動を実施することは困難とな

ってきている.

CCOP(アジア沿海鉱物資源共同探査調整委員会)

東アジア及び西太平洋に位置する加盟国の沿海鉱物資

源開発を促進して各国の発展に寄与することを目的と

する委員会で国連ESCAPがこれを主管している.

1966年設立以来わが国は一貫してCCOPに加わり

これに援助を行ってきた･加盟国は日本中国イン

ドネシア韓国マレｰシアパプアニュｰギニアフ

イリピンシンガポｰルタイベトナムの10か国で

そのほかに協力国としてアメリカ英国フランス西

ドイツソ連等カミ参加している.同委員会は加盟国間

の共同探査プロジェクトの促進調整技術者養成情

報交換新技術導入先進国の援助斡旋出版活動等を

通じて域内の海底鉱物資源探査開発に尽力しこれまで

に多大の成果をあげて加盟各国の鉱物資源開発に貢献

してきた.

CCOP総会及び技術語間会議は年1回会場は加盟国

持ちまわりで開催される･57年度は東京霞ケ関の外務

省会議室で11月29目一12月10目の12日間にわたって開催

された(第6表).出席は加盟9カ国(中国インドネ

シア目本韓国マレｰシアバプアニュｰギニアフィリ

ピンタィベトナム)協力国10カ国(オｰストラリアフラ

ンス西ドイツ目本オランダノルウェｰスイスソ連

英国米国)オブザｰバｰとして1カ国(スリランカ)の

合計!9カ国と国連関係5機関(UNDPESCAPUNEPU

写真7研修終了証書を陶山所長よリ授与.

1984年6月号
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写真10第19回CCOP会議レセプション.明治記念館.

NESCOCCOP事務局その他の機関(ASCoPE)からな

り出席者総数116名であった(第7表).

地質調査所からは陶山淳治所長が政府代表として総会

議長を務め代表代理として嶋崎吉彦鉱床部長と水野篤

行海洋地質部長が出席顧問として佐藤良昭燃料部長ほ

か7名及び特別顧問として井上英二海外地質調査協力室

長が出席した｡会議の準備と運営は外務省専門機関課

及び盛谷智之海洋鉱物資源課長をはじめとする地調職員

の応援によって行われた｡

議題はCCOPの事業報告運営方針等から技術的な

細部まで多数であったカミ技術に関する議題は海底石油

ガス探査活動沿海スズ鉱床その他の砕屑重鉱物探査活

動第四紀地質計画重力磁力計画東アジア大陸縁辺

地質図類作成研修計画年代測定リモｰトセンシン

グ等であった(第8表).

これらの議題に関連するわカミ国からの報告は石油公

団加藤正和理事から日本の石油ガス探査開発概要地質

調査所から日本周辺海底地質マッピングマンガン団塊

調査砂利資源の探査技術と採掘船東京大学地震研究

所上田誠也教授のHeatf1ow研究CCOP派遣地調職

員長谷川博技官の重力磁力計画の進捗状況等であった.

本総会中最も重要な議題はCCOPの将来の運営に

関する事項でUNDP(国連開発計画)からの援助打切り

に対して今後いかにCCOPを存続させ運営していくか

の検討であった.これについては各国代表からなる

運営方針検討委員会を発足させ今後慎重に検討するこ

とと放った.

ccoP/soPAc(南太平洋地域沿海鉱物資源共同探査調

整委員会)

東アジアにおけるCCOPとはいわぱ姉妹関係にある

組織で南太平洋地域の海底資源探査活動を促進あるい

は調整することを目的としている･設立は1972年で現

在加盟国はクック諸島フィジｰキリバスニュｰジ

ｰランドパプアニュｰギニア西サモアソロモン講

島トンガバヌアツの9ケ国であり事務局はフィジ

ｰのスバに置かれている･わが国から第2回総会以降

技術顧問が派遣されているほかSOPAC域内の海底探

査に当所の海洋物探海洋地質の専門家が2ヵ月ずつ毎

年派遣されて協力を行ってきた.

SOPAC設立当初は深海底鉱物資源とそれに対する

国家管轄権の主張カミ主たものであったが最近では各国

の要請がより現実的なものに変り炭化水素資源燐灰

土･貴サンゴ･砂礫･マンガン団塊等の探査開発や地質

災害予知環境保全のための調査研究の要望が高まって

いる.

第11回総会はニュｰジｰランドのウェリントンで11月

9目～17目の9日間開催された.わが国からは本座栄

一海洋物探課長海洋科学技術センタｰの堀田宏深海研

究運航室長及び東京電力技術開発研究所伊藤文夫副所長

が出席し技術諮問会議において科学技術庁振興調整

費によるインド洋太平洋プレｰト境界域の研究をオｰス

トラリアニュｰジｰランド｡coP/soPAcと協力し

て実施する計画を提案し総会で承認された･なお

米国オｰストラリア及びニュｰジｰランド3国は共同

ですでにSOPAC域内の調査航海を実施している.

またソ連技術顧間は南西太平洋研究のための国際巡

航調査を組織することを前年から提案しているが本総

会でも時期尚早としてまだ加盟国の承認を得ていない.

RMR⑰C(地域鉱物資源開発センタｰ)

RMRDCはESCAP域内各国の地質学的地球物理学

的調査及び鉱物資源開発関連機関に対して援助を行うこ

とを目的としている.すなわち各国の要請にもとづ

きRMRDCは無償で専門家を派遣して各国政府に鉱

物資源プロジェクトの計画･調査･開発･評価･実施に

至るまでの技術顧問的たサｰビスを行うと共にセミナ

ｰやワｰクショップを開催しまた研究者･技術者のト

レｰニングも実施している.同センタｰはインドネシ

アのバンドンにあって先進国からの地球科学専門家9

名前後を有して技術指導プロジェクトの推進等の活

動を行っている.わが国からは当所の安藤直行技官

及び元当所職員の佐野凌一博士が長期派遣され活動し

ているRMRDCの運営は管理理事国(日本を含むESCA

P域内10カ国)により行われ管理理事会は年1回開催

される.

二国間協力

目米天然資源会議(UJNR)のなかの海洋資源工学調

地質ニュｰス358号�
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整委員会(MRECC)は多数の分科会を包含しているが

当所が主として関係しているのは海洋地質分科会であり

その主たる活動は情報交換と研究者の交流である.こ

の分科会の第6回合同会合は東京で5月10目に開催され

日本側代表水野篤行海洋地質部長のほか11名と米国側

代表のParkD.Snave1yJr｡氏(地質調査所海洋地質部太

平洋北極海課)が出席両者の活動現況報告がなされると

共に将来の協力方向が討議された.すなわちマンガ

ン団塊の地化学的鉱物学的研究及び太平洋大陸縁辺の地

質構造研究などである.

同会合後5月11目は当所においてSnaveleyJr.博

士の講演会13･14目は静岡県の四万十層灘の巡検が行

われた.次回合同会合は米国メンロパｰクで開かれる

予定である.

日仏科学技術協力海洋開発専門部会は1975年に発足し

て以来7回の合同会合を重ねた.その主たるテｰマは

マンガン団塊である･協力内容は情報交換と会合出席

が主であるが57年6月28･29目両目地質調査所及び

白嶺丸においてワｰクショップが開催され日仏両国の

活動状況が報告された.フランス側の出席者は海洋開

発センタｰの海洋地質地球物理地球化学部長G.Pautot

博士L.Laubier博士及びD.Gerad技師目本側代表

は水野篤行海洋地質部長である.ワｰクショップ及び

合同専門部会の結果今後協力対象を広く深海底鉱物資

源全般と地質分野に拡大することに合意した.

日独科学協定海洋科学技術部会は1975年に開始され

隔年おきに会合が開かれている･協力テｰマはマンガ

ン団塊で西ドイツ側代表は連邦地球科学天然資源研究

所海洋地質課長U.vonStacke1berg博士目本側代表

は水野海洋地質部長である.これまでの主たる協力は

情報交換であったかかねてより日本側が提案していた

調査船への研究者の相互乗船が漸やく実現し57年10月

30目から約1ケ月間海洋地質部の臼井明技官が西ドイ

ツのゾンネ号に乗船して共同研究を行った.なお57年

度には合同部会は開催されなかった.

3国際集会･学会在外研究その他

国際シンポジウム

工業技術院ITIT事業の一環として国際研究協力

課と地質調査所の共催で57年12月13-16目4の日間

工業技術院共用講堂において“地殻の成長･資源･地

質災害"のテｰマで国際シンポジウムが開催された.

シンポジウムは5部にわかれて行われ招待講演及び討

論参加者27名(うち海外から19名第5表6))一般参加者

154名で活発な討論カミなされた(第9表).講演と討論

の内容は“ProceedingsofInternationa1Sy㎜posium"

としてまとめられ58年度中に印刷されることになって

いる｡なお講演要旨は地質調査所月報vol.34no9

に掲載されている.

学会研究集会

米国地球物理学会(サンフランシスコ12月)米国応

用地質学会(アトランタ58年3月)広域的地質研究調整

セミナｰ(バンコク58年1～2月)地殻変形に伴う水の

化学的役割に関するワｰクショップ(メンロパｰク6月)

の4件があり地調より各1名が出席して論文発表等を

行った･派遣費用は科学技術庁目本地質学会目本

産業技術振興会等が負担した(第3表6)).

在外研究

第3表5)のように米国地質調査所に2名が1年及び

写真11国際シンポジウム.筑波工業技術院会議室

において.陶山所長の開会挨拶.

1984年6月号�
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井上･神谷･桑形

2年の在外研究を行って帰国オｰストラリア連邦科学

産業省に1名が4か月の研究を行って帰国また米国地

質調査所及び米国サザンメソジスト大学に各1名が派遣

されている.

依頼調査研究

科学技術庁文部省金属鉱業事業団国際協力事業

団より各1件新エネルギｰ総合開発機構より2件合

計6件の海外調査研究の依頼があり7～30目の期間で

各1名地調の専門家が派遣された(第3表7)).

海外事情フォｰラム

工業技術院研究管理センタｰは傘下の8研究所の海

外生活経験者による海外事情の講演会を毎月共用講堂

で開催している.これは海外事情と専門技術分野の活

動を広く紹介することを目的としており地質調査所か

らはトルコ(第1回藤井紀之技官)サウジアラビア(第8

回桑形久夫技官)及びマリ(第15回村下敏夫技官)について

紹介した.

あとがき

現在地質調査所の国際活動は以上に述べたようにき

わめて多岐にわたっている･予算の出所ひとつにして

も10以上のルｰトがあって予算要求派遣受け入

れなど複雑である.国際活動に関する国内外からの要

請あるいは所内からの要求に対して満足に対応するた

めには海外地質調査協力室の組織をさらに強化するこ

とが急務であると考えられる.

国際協力には国連機関との協調が大きいウエイトを

占めておりこの便向はますます増大して行くものと思

われる.なかでもアジア諸国との協力については

EscAPccoPccoP/soPAcRMRDcとの連携強化

カミ重要底鍵となろう.これらの機関との協力信頼関係

はこれまでの多くの実績に基いて築き上げられて来た

ものであり今後の狂お一層の努力によって維持発展さ

せなければ妊ら狂い.

地質調査所には専門家派遣在外研究などによる多

くの海外の地球科学情報が蓄積されているこれらを早急

に整備して所内外からの要望に応えるために地質･

手ネルギｰ･鉱物資源に関する分析評価を行うことも

また重要な業務の一つであろう.

第1表地質調査所の国際活動の内容別区分

区分

1)国際協力

研究協力

技術協力

委員会等

2)独自の調査研究

3)国際学会･集会･在外研

究

4)委託調査研究

5)海外地質情報整備と解析

性格目的例

示

主体性をもって行う共同調査

研究

ITIT研究

界研究

インド洋太平洋プレｰト境

要請に基く技術移転司､練.指1長短期専門家派遣集団研修個別研修

導1等

国際協調技術交流

主体性をもって行う調査研究

研究･技術レベルの向上

国内他機関の海外調査援助

CCOPSOPACRMRDCUJNR等

工業技術院特別研究

万国地質学連合等

各種事業団

科学技術庁民間等

情報収集'整理.解析.出版1

地質ニュｰス358号�
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第2表地質調査所の国際協力(昭和57年度末現在)

大区分

冊

カ

技

力

委

員

会

等

協力の区分

共同研究1

編集協力

専門家派遣

研修員受入

国連関係

二国間協力

協力項目

1.国際研究協力特別研究(ITIT事業)

1)乾燥地域における銅鉛亜鉛鉱床探査方法

2)遠隔探査技術による地質構造解析

相手国･機関

チリ

韓国

3)非火山地帯の地熱エネノレギｰ

iタイ

4)火山岩深成岩に伴う鉱物資源

5)地震断層活断層及び地震予知

中国

トルコ

主管機関

工業技術院

2.インド洋太平洋プレｰト境界研究

1)環太平洋マッププロジェクト

鷲悌ア1科学技術庁

�假生�倀

2)世界地質図計画

3)堆積盆対比計画

4)ESCAP地図編集計画

5)SEATAR計画

1…W

��倀

��倀

�振��

6)テクニカルブレティン

�佐

1)長期派遣(1年以上)

2)短期派遣(1年末満)

国連関係アジア

アフリカ中東

中南米

1)集団研修

a.沿海鉱物資源探査コｰス

アジアアフリカ

中南米の諸国

b.地下水資源開発コｰス

2)個別研修

世界諸国

1)アジア沿海鉱物資源共同探査調整委員会

1･･…/･…

2)南太平洋地域沿海鉱物資源探査調整委員会

3)地域鉱物資源開発センタｰ管理理事会

｡coP/soPAc

上叩･M竺

1)日米天然資源会議

2)日仏海洋開発専門部会

3)日独科学技術鹿力海洋科学専門部会

米国

フランス

画ドイツ

地質調査所

��

JICA･国連･科

技庁･事業団等

��

JICAその他

通商政策局

工業技術=院

��

科学技術庁

実施関係部

鉱床部

燃料部

地殻熱部･地質部

鉱床部

環境地質部

海洋地質部

海外･地質･鉱床･燃料他

海外･鉱床部･海洋地質部

海外･鉱床部

物理探査部

海外室･海洋地質部

鉱床部･海外･資料

各部

物理探査部海洋地質部

環境地質部

各部

海外室･鉱床部･海洋地質

部

海外室･技術部･鉱床部

海洋地質部環境地質部

海洋地質部

備

考

54～57年度実施

55～57年度〃

55～58年度〃

56～58年度〃

57～59年度〃

56～60年度〃

編集

編集地調

編集･印刷地調

57年度

ケニヤタンザニアモロッコ

�佐前剄�

57年度

タイ韓国ケニヤネバｰノレ

ブラジルインドネシア中国

パプアニュｰギニア中部太平洋

57年度

6ケ国

8名6ケ月

57年度

9ケ国11名4ケ月

政府代表･特別顧問

専門家

技術顧問

攻府代表･専門家派遺

部会長･委員

テｰマ責任者(マンガン団塊)

苗

車

諦

轡

θ

繭

糊

鵠�
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策3表

57年度当所職員の海外派遣

井上･神谷･桑形

派遣対象国･機関

1)ITIT特別研究

韓国動力資源研究所(KIER)

中国地質鉱産部

トルコ鉱物調査開発研究所

���

タイ鉱物資源局

チリ地質調査所

2)技術協力のための派遣･出張

国連(タイ)EscAP/ccoP

ケニア･エネルギｰ省

モロッコ･鉱物探査開発公社

フィリピン国立科学技術研究所

国連(インドネシア)

���前剄�

国連(タンザニア)ESAMRDC

フィリピン･エネルギｰ開発局

〃〃

タイ･鉱物資源局

ケニア･エネルギｰ省

韓国･動力資源研究所

ネパｰル･鉱山地質局

タイ･鉱物資源局

国連(インドネシア)RMRDC

中国･CCOPミッション

3)国連･国際会議

環太平洋マッププロジェクト議

長会議(米国レストン)

環太平洋マッププロジェクト特

別会議(ノ･ワイ)

環太平洋エネノレギｰ鉱物資源会

議(ノ･ワイ)

南太平洋国際共同研究会合(ポ

ｰトモレスビｰ)

EscAP/soPAc第11回会議

(ウェリントン)

南太平洋国際共同研究会合(ポ

ｰトモレスビｰ)

4)白嶺丸による海洋調査

中部太平洋海域(西サモア･ア

ピア寄港)

5)在外研究

米国地質調査所(メンロバｰク)

〃(〃)

オｰストラリア連邦科学産業省

鉱物研究所

米国地質調査所(メンロバｰク)

派遣内容

遠隔探査技術による地質構造解析

火山岩･深成岩に伴う鉱物資源

地震断層,活断層及び地震予知

非火山地帯の地熱エネルギｰ開発

乾燥地帯の銅･鉛･亜鉛鉱床探査法

海洋地質調査技術指導

地熱開発プロジェクト

ゥラン調査

窯業研究開発

地球化学探査

鉱物資源探査

天然ガス調査

〃

地熱調査

〃

化学分析技術指導

天然ガス調査

地熱開発計画調査

岩石磁性の調査

CCOP第四紀地質広域センタｰ設

立調査

副議長編集打合せ

副議長編集打合せ

計画打合せ

オｰストラリア･ニュｰジｰラン

ドSOPAC諾国間調整

技術顧問

研究事前打合せ

深海底鉱物資源に関する研究

〃

〃

〃

〃

〃

〃

派遣者名

星野

古宇田

加藤

笹田

佐藤

亮

碩

政

興

男

克

平

長谷川

本

高

下

安

高

名

井

河

金

望

名

高

斉

水

島

島

坂

藤

橋

取

波

田

原

月

取

島

藤

野

博

公司

清

康哉

直行

清

博夫

和男

清雄

啓司

常

博夫

勲

友三郎

篤行

野沢保

〃

陶山淳治

嶋崎吉彦

本座栄一

〃

野

西

臼

棚

山

池

渡

原

村

井

橋

崎

原

辺

目

目

消

俊

和

人

和

朗

学

嗣

研

明

海洋物理探査法

火山層序と放射年代

金属鉱床変質帯の粘土鉱物

高温深成鉱床の地球科学

宮

玉

富

太

崎

生

樫

田

光

志

幸

英

旗

郎

雄

順

期間予算

57･8･11～57･9･11

57･8･31～57･10･3

57･9･16～57･10･16

57･1!･17～57･12･18

58･2･15～58･3･24

工技院

〃

〃

〃

〃

54･10･26～59･1･25

55･2･18～58･2･17

55･4･5～58･4･4

55･7･13～57･7･15

56･1･28～58･1･27

56･7･23～59･7･22

57･6･27～57･7･3

〃〃

57･8･3～57･8･22

57･11･19～57･12･8

57･11･22～57･12･18

58･3･1～58･5･10

58･3･22～58･3･31

57･10･1～57･11･30

57･11･14～57･11･28

��

〃

〃

��

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

��倀

����佐

57･5･957･5･19米国地質調査

所

57･8･21～57･8･30〃

57･8･22～57･8･29EscAP/cco

倀

57･10･14～57･10･29科学技術庁

57･11･6～57･11･20〃

58･2･27～58･3･5〃

57･8･14～57･10･12工技院

〃〃

〃〃

〃〃

〃〃

〃〃

〃〃

�

�

�

�

�

�

�

�

27～58

1～57

20～58

21～58

���

930科学技衛庁

219科学技術庁/

オｰストラリ

ア政府

�㈰��
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海外活動の概要
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米国サザンメソジスト大学

西独調査船ゾンネ号

6)国際学会･集会

米国･メンロパｰク

〃

米国

タイ

米国

サンフランシスコ

バンコク

アトランタ･アリゾナ

7)依頼調査

中部太平洋海域(スバ,アピア)

インドネシア鉱山エネルギｰ省

プルタミナ

タイ･バンコク･ハジヤイ

米国地質調査所(カイザｰ)

ブラジル中南部

ロス海域(シドニｰ経由)

〃

〃

〃

〃

深部地熱資源の探査及び評価法

中部太平洋マンガン団塊研究

地殻変形における水の化学的役割

りに関するワｰクショップ(論文

発表)

〃〃

(〃)

米国地球物理学会(動向調査)

発展途上国におけ毫広域的地質研

究調整セミナｰ(学会代表)

米国府用地質学会(論文発表)

中部太平洋における海面変動とテ

クトニクス

地熱エネルギ現況調査

鉱工業調査(海外研修)

地磁気･地電流･検層･リモｰト

センシング技術の地熱への応用

資源衛星探査技術開発グランドト

ルｰス

南極地域基礎地質調査

〃

〃

〃

〃

松林修

臼井朗

石

高

加

野

石

戸恒雄

島

藤

沢

原

碩

舜

勲

保

松本英二

小川克郎

広島俊男

菊池恒夫

佐藤壮郎

横

石

右

上

加

倉

原

目ヨ

嶋

野

隆

丈

正

正

直

伸

実

史

人

已

58･1･5～58･12･30

57･10･30～57･12･2

57･6･5～57･6･12

�

�

�

�

�

�

26～57

4～57

22～58

5～58

�

�

㌱

�

㌀

㈲

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

〃

�

〃

9～57

3～57

20～57

22～58

16～58

12～58

12～58

11～58

�

�

㌀

�

�

〃

�

〃

�

㈶

�

㈴

㈴

㈴

科学技術庁サ

ザンメソジス

ト大学

科学技術庁

科学技術庁

目本産業技術

振興会

〃

目本地質学会

米国応用地質

学会

文部省

久�

��

久�

金属鉱業事業

団

石油公団

〃

〃

〃

〃

第4表

過去10年間の技術協カのための専門家派遣人数と延べ日数

海外派遣

�48年度�49年度�50年度�51年度�52年度�53年度�54年度�55年度�56年度�57年度����������

�人�人目�人�人目�人�人目�人�人目�人�人目�人�人目�人人目�人�人目�人�人目�人�人目�

海外派遣��������������������

国際協力事業団(JICA)�9�1,069�9�1,334�11�1,784�16�2,406�28�3,632�31�2,203�31�4,023�37�5,449�24�3,856�12�1,881

金属鉱業事業団��1�20�����������������

国連�1�365�1�365�1�365�3�777�3�459�1�365�1�45�2�66����

工業技術院����1�21����1�11����������

受託�2�24�������1�11����������

海外経済協力基金����2�60���������������

サウジアラビア政府科学技術庁�4�1,444�5�1,395�3�821��������������

計�16�2,902�16�3,114�14�2.9701�22�3,264□�31�4,091�32�2,568�31�毛0231�38�5,494,�26�3,878�14�

�������������

���

�

���

第5表海外からの客員研究者及び研修員受入れ

�国籍i氏名�所属�研究･研修項目�受入期間�予算

1)ITIT特別研究関係�����

タイ�AdsaiCharuratara�鉱物資源局�非火山地帯の地熱エネル�57･8･16～57･9･24�工技院

���ギｰ開発��

〃�ManopRaksaskukwong�〃�〃�〃�〃

韓国�SoChilSup�エネルギｰ資源研究�遠隔探知技術による地質�57･11･8～57･12･22�〃

��所�構造解析��

〃�KanP工1Chong�〃�〃�〃�〃

申国�侃若水�南京地質鉱産研究所�火山岩･深成岩に伴う鉱�57･11･15～57･12･19�〃

���物資源��

〃�晃福為��■､��

��〃�〃�〃�〃

1984年6月号�
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トルコ

チリ

��瑁��歡

��慇��睥最

㈩

ビ

沿海鉱物資源探査集団研修

ノレマ

ガｰナ

インドネシア

〃

マレｰシア

フイリピン

タイ

〃

售�楮�椀

��������

副�����条�湧

Raclユ㎜atPrawirasasra

����慫�浥�

剥畢���慶�

坩獵��瑩歡����

���湧捨楴

㌩

中

イ

地下水資源開発集団研修

国

ンド

インドネシア

マダガスカル

〃

マリ

フィリピン

〃

シリア

タイ

トコ

�䙥湧�潮最

��獨睡�畴�慮�

��晩���

副��物���敲

剡�物慮�楳���椀

��

���畬楢��

��牴刮����

��������

�畳�晁��牢�獨

��灯�楲���楢畬

奡潔整捨����

�楫灯

4)個別研修

フィリピン

インドネシア

ペル

ケニア

〃

ビルマ

中国

ビルマ

〃

フィリピン

〃

�浥�潮����

�浥瑁晦�摩

��楯剩癥牡

�����物�

�物�歩

��楮

金宗哲

�湧�湧

周��慷

�����癩潮�

Anse1血oAbungun

鉱物調査開発研究所

地質調査所

産業省ミヤンマ石油

公杜

燃料動カ省石油局

鉱山動カ省石油天然

ガス局

〃

石油公団

天然資源省鉱山地球

科学局

産業省鉱物資源局

〃

天津地質局

灌概省ファリダバｰ

ド中央地下水審議会

公共省地下水開発プ

ロジェクト

電力水資源局

商工省鉱山動力局

水利局

地方水利局

国立灌概調整局

アルフラｰドダム総

局地質調査局

公共事業開発局

公共事業･鉱山･動

力･水資源局水力局

窯業研究開発センタ

地質調査開発センタ

地質鉱物冶金研究所

エネノレギｰ省

〃

鉱山省

建築材料工学部

鉱山省

〃

鉱物資源局

〃

地震断層･活断層及び地

震予知

乾燥地帯の銅･鉛･亜鉛

鉱床調査法

沿海鉱物資源探査

〃

〃

〃

〃

〃

〃

地下水資源開発

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

窯業原料調査

地震予知

物理探査理論

地殻熱探査

〃

金属鉱床探査

リモｰトセンシング

鉱物研究

〃

海洋地質調査(白嶺丸乗

船)

〃

58･2･19～58･3･31

58･2･5～58･4･1

57･5･13～57･12･16

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

57･8･31～57･12･15

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

57･4･5～57･9･16

(165目間)

57･5･9～57･8･3

(87目閻)

57･5･24～57･6･2

(10目間)

57･5･31～57･6･2

(3目間)

〃

57･6･22～57･6･25

(4目間)

57･7･5～57･7･6

(2目間)

57･7･7～57･7･15

〃(9目間)

57･7･17～57･8･31

(岨6目間)

〃

〃

〃

��

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

��

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

��

〃

金属鉱業事業

団

��

〃

��

文部省

��

〃

国連ESCAP

〃

地質ニュｰス358号�
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タイ

韓国

インド

ネパｰル

台湾

〃

タンザニア

トルコ

中国

〃

メキシコ

�����卩物灯湧

�潮��攀

���慴�捨��愀

����慂�����

張憲卿

劉恒吉

��整呵������

���慮捨�

林伝仙

超張華

����浥稀

�

米国

カナダ

ニュｰジｰラ

ンド

その他の共同研究

副�牴���瑯�

�����

倮刮����

�

ブ

中

フ

西

国際シンポジウム出席

ラジル

国

〃

フンス

ドイツ

インド

インドネシア

ケこヤ

韓国

〃

マレｰシア

オランダ

ノ､フアニュｰ

ギニア

〃

フィリピン

〃

タイ

米国

〃

�ど瑩

��煩湧

���潮

��楮杵�

���

�刮��愀

�坩瑯��

��坡楲敧椀

����

����

����最

���

����潮

���椀

刮吮��楮

��湯物愀

���癩��

��攀

����慮

〃

動力資源研究所

物理学研究所

鉱山地質局

経済部中央地質調査

所

〃

ダルエルサラｰム大

学

鉱物調査開発研究所

科学院地球科学研究

所

〃

鉱物資源審議会

シカゴ大学教授

カルガリｰ大学教授

オｰクランド大学教

授

鉱山動カ省鉱産局

地質省科学技術局

CCOP特別顧問

連邦地球科学天然資

源研究所

地質調査所

ペルタミナ

ェネルギｰ省

動力資源研究所

〃

地質調査所

地質調査所

地質調査所

〃

電力公杜

鉱山地球科学局

鉱物資源局

地質調査所

〃

〃

〃

同位体地質学

地質図

リモｰトセンシング

〃

同位体地質学

石炭資源調査

黒鉱の研究

〃

鋼鉱床調査

同位体地球化学

〃

地殻熱資源開発

講演

〃

討論参加

〃

特別講演

講演

〃

〃

討論参加

講演

〃

〃

討論参加

講演

〃

〃

〃

〃

〃

57･7･17～57･7･31

(15目間)

〃

57･9･16～57･11･15

(61目間)

57･9･20～57･12･11

(83目間)

57･9･22～57･10･23

(32目間)

〃

57･10･28～58･4･27

(182目間)

57･10･28～57･12･27

(61目間)

57･10･4～57･10･14

(11目閻)

〃

58･3･7～58･3･11

(5目間)

57･7･3～57･7･5

57･7･3～57･7･8

57･9･6～57･9･12

57･12･12～57･12･16

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

学術振興会

��

(財)交流協会

〃

松前財団

��

学術振興会

��

〃

工技院

〃

工技院

〃

工技院

〃

〃

〃

1984年6月号�
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第6表

第19回CCOP会議日程

�

11月28目(目)

各政府代表非

公式会合

29目(月)

総会議(1-4)開会式

議(5)事務局長報告

議(6)長期方針委員会

TAG議(1)炭化水素

国連局長･工技

院長共催レセプ

ション(外務省)

30,目(火)

TAG議(1)炭化水素

TAG議(2)砕屑鉱物

議(7)海洋環境

議(8)研修計画

12月1目(水)

TAG議(3)第四紀地質

TAG議(4)重力･磁力

議(5)その他関連研究

2目(木)

TAG議(6)海底地図

議(9)出版計画

議(10)他機関脇カ

RCQ(広域第四紀地質センタ

ｰ)会合

長期方針検討委員会会合特別顧

間会合

ECFAレセプシ

ョン(東海大校

友会館)

3目(金)

SEATAR(東アジア構造資源

研究計画)会合

4目(土)

環太平洋マップ計画北酉区画会

合

･目(目)1

地質見学旅行(富士･箱根)

6目(月)

総会議(7)長期方針委報告

議(7)SEATAR報告

議(7)RCQ報告

議(7)ccoP/IOC報告

議(7)特別顧間報告

7目(火)

総会議(9)付託条項改訂

(10)外部援助レビュｰ

(11)発展途上国間協力

･目(水)f

総会議(15)三者間検討

･目(木)1

10目(金)

総会議(14)次回会議

議(16)報告書採択

議(17)閉会

総会議(7)環太平洋報告

議(8)財政報告

議(9)TAG報告

議長(地調所長)

レセプション

(明治記念館)

総会議(12)政策･組織

議(13)事業計画

石鉱連レセプシ

ョン(経団連会

館)

第7表

19回CCOP会議出席者

1加盟国

中国代

代

インドネシア代

代

〃

〃

〃

〃

〃

〃

表

理

表

理

Mr･Wa㎎Fuquing

�坡湧��潮最

Mr.H.M.S.正[artOno

��畫楗楴��爀

���坩�牴�愀

��晦����　

��慨�摩坩�歳潮　

��畢慮��

����畷慴

��畴��卵���

地質鉱物資源省科学技術局副主席

〃海外局課長

地質調査開発センタｰ所長

ペルタミナ地質開発評価室長

鉱山エネルギｰ省多国間協力課長

石油ガス開発総局開発管理局長

石油ガス開発センタｰ(LEMIGAS)所長

鉱物資源局砕屑鉱物課長

インドネシア科学研究所

ペルタミナ探査部長

地質二三十ス

.358号�



日本代

代

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

代

〃

顧

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

顧

〃

表

理

理

問

名誉顧問

韓国代表

代理

〃

マレｰシア代表

代理

1984年6月号

��慮���睡爀

����湯�灯���

���猱業��潮椀

Dr.陶山淳治

柘植方雄

佐藤裕美

長谷川善和

雨宮忠

照山正夫

鈴木英夫

米山場城

深沢亘

梅沢泉

五十嵐義男

阿部忠寿

Dr.水野篤行

Dr､嶋崎吉彦

小谷良隆

管野悠紀雄

渡辺光男

福田啓二

Dr.大場重美

Dr.垣見俊弘

岡野武雄

Dr.佐藤良昭

小野吉彦

Dr.盛谷碧之

Dr.本座栄一

Dr.星野一男

Dr.野沢保

Dr｡佐藤任弘

平井雄

Dr｡兼平慶一郎

Dr.上田誠也

Dr.荒牧重雄

Dr.小林和雄

Dr.加賀美英雄

Dr.加藤正和

Dr.佐藤光之助

Dr.西脇親雄

Dr.池辺穣

荒川洋一

Dr.石和田靖章

礒酉敏夫

檜和田亮造

沖亮

堤正俊

Dr.早川正已

���湧卵��

����湧�　

��潮杈�权�

����桵湧

���晡�楮���
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ペルタミナ開発生産部地質評価開発課

石油ガス開発センタｰ

在バンコク･インドネシア大使館ESCAP代表

地質調査所長

科学技術庁研究調整局海洋開発課長

外務省国連局専門機関課長

文部省学術国際局ユネスコ国際部国際学術課長

〃国際学術調整官

通産省通商政策局経済協力部経済協力課長

〃〃〃技術協力課長

〃資源エネルギｰ庁国際課長

〃〃石油部開発課長

〃〃海洋開発室長

〃工業技術院研究業務課長

〃〃国際研究協力課長

通産省工業技術院地質調査所海洋地質部長

〃〃〃海外地質調査協カ室長

海洋科学技術センタｰ

外務省国連局専門機関課首席事務官

〃〃〃専門官

〃〃〃事務官

通産省工業技術院公害資源研究所次長

〃ン地質調査所環境地質部長

〃〃〃鉱床部長

〃〃〃燃料部長

〃〃〃物理探査部長

〃〃〃海洋地質部海洋鉱物資源課長

〃〃〃〃海洋物理探査課長

〃〃〃燃料部石油課長

〃〃〃地質部主任研究官

海上保安庁水路部測量課長

国土地理院地理調査部長

千葉大学理学部地球科学科教授

東京大学地震研究所教授

〃〃教授

〃海洋研究所教授

"･助教授､

石油公団理事

金属鉱業事業団顧間

資源開発大学校顧問

石油資源開発(株)専務取締役

帝国石油(株)副杜長

北極石油(株)顧問

石油鉱業連盟理事

天然ガス鉱業会専務理事

インドネシア石油(株)専務取締役

三井石油(株)副杜長

東海大学海洋学部教授

動カ資源研究所海洋物理探査部主席研究官

〃海洋物理探査部長

〃〃主席研究官

地質調査所長

マレｰシア鉱業公杜開発部長�
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フィリピン代

代

タイ代

代

願

ベトナム代

パプアニュｰギニア代

〃

〃

表

理

表

理

間

表

表

井上･神谷･桑形

��慮��慮���歡物愀

�������楮条�

����瑯�䙥����

�������摯爰

������楳

����摯��湯�愀

��當楴卡�整�癡�橡

����瑄�敲���

��物�慎畴��愀

��杵祥�楮桐��最

���杁�敲��

ペトロナス開発部地質官

地質調査所主任研究官

天然資源省鉱山地球科学局長

〃〃海洋鉱物資源部長

〃〃第四紀地質計画担当官

〃〃地質調査所地質官

工業省鉱物資源局経済地質部沿海探査課長

"〃地質調査部主任地質官

アジア工科大学地質工学部助教授

ベトナム大使館参事官

地質調査所主任地質技術官

2協力国

オｰストラリア特別顧問

フランス〃

〃

〃

〃

〃

酉ドイツ〃

〃

インドネシア"

同本〃

オランダ〃

〃

ノルウェイ〃

〃

スイス〃

ソ連〃

〃

英国〃

アメリカ〃

〃

顧問

〃

〃

〃

�����癥�

��牡��獃慮潴

������物

N征r.MauriceN征ainguy

���牡�楳副�捨

����慵�

Dr,Kar1且inz

��敲���潭敲

����慴�椀

Dr.井上英二

���敬攀

����慮���攀

��敲���

Dr.RichardSinding･Larson

Prof.J盆gerEmi1ie

��������

����牡捨�

���奥刮���

���������

�����吮ぷ��

��慵物捥���慮

�������

�������敲捥

���数桒��牡�

天然資源省鉱山局海洋地質石油部長

工業省天然資源調査局審議官

地質鉱業研究庁地質調査局科学委員会事務局長

CHEM石油専門家

CEA/LETI-MA技師

LJPI海洋物理探査専門家

地球科学天然資源研究所海洋地質部長

酉ドイツ大使館

鉱山動力省鉱山局長

地質調査所海洋地質部海洋地質課長

地質調査所第四紀地質部長

〃東洋地域室長

ECOR国家委員会事務局

ノルウェｰ工科大学経済地質教授

ベルン大学同位体地質教授

地質研究所

地質科学研究所アジア申東地域部長

地質調査所国際地質部長

アメリカ大使館NSF東京事務所長

地質調査所アジア太平洋地質課長

米国大使館経済課地域資源担当官

地質調査所地質研究官

スクリップス海洋研究所教授

3国連

��

��倀

��

���

CCOP事務局

������

�������

��慷����慣���

����慮慳楮�攀

��楹��畉�浯琰

�����慣愀

Mr･J･R･E･Hargar

�������

����楮��

�献�慷慮卩湧�

����獵歔�牡�椀

���楮��祥

UNDP上級顧問

天然資源部鉱物資源課長

〃経済官

技術協カ部上級技術顧問

〃計画管理官

UNEPアジア太平洋地域部長

東南アジア地域科学技術室計画専門官

事務局長代理上級石油地質専門家

上級海洋地質･地球物理専門家

秘書

文書専門家

コンサルタント

地質ニュｰス358号�
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�協����

Dr.長谷川博

�������

��漱�慥来爀

名誉顧問Dr.C.Y.Lee

上級地球物理専門家(日本派遣)

第四紀地質専門家(オランダ派遣)

石油デｰタ専門家(ノルウェｰ派遣)

上級CCOPコンサルタント

4その他機関

���

��刀

�����

�����条���

Dr.西脇親雄

���������

プルタミナアジア石油委員会事務局

環太平洋マップ計画北酉区画議長(日本顧問)

米国地質調査所国際地質部長(米国顧問)

5オブザｰバｰ

スリランカ

Mr.且iranW.Jayewardene

外務省大使国立水産資源局運営委議長

第8表第19回CCOP会議議題

I.総会(地質調査所長カミ議長)

議1

�

㌀

�

�

�

�

7･1

7･2

7･3

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

開会宣言

1982/83年の議長･副議長選出

1982/83年の技術諮問会議長指名

議題採択

事務局長の年次報告検討

長期方針検討委員会の提案

小委員会及びパネル報告の審議

長期方針検討委員会報告

第8回東アジア構造･資源に関するポストIDOE研

究の｡coP/Ioc共同ワｰキンググルｰプ報告

第8回環太平洋マッププロジェクト北西区画パネノレ

報告

広域第四紀地質センタｰ(RCQ)決議

CCOP財政報告

付託条項改訂

既得及び期待される外部援助レビュｰ

CCOP域内発展途上国間の技術協力

その他の政策と組織関連事項

1982-1983事業計画の承認

第20回CCOP会議開催目･場所

三者間検討

会議報告書採択

閉会

�

�

�

�

�

�

�

�

皿.技術諮問会議

』1議1沿海炭化水素資源に関する活動

11加盟国の活動レビュｰ

12石油デｰタ管理

13炭化水素評価プログラム

14石油地質ワｰキンググルｰプ報告

15炭化水素生成･熟成に関する地殻熱流量と地温勾配

研究

6先第三系石油ポテンシャル

7南シナ海炭化水素ポテンシャルのワｰクショップ検

討会合準備の報告

�

議6

�

�

�

�

�

�

�

�

�

㌀

�

�

�

㌀

�

�

�

�

㌀

里

ASEAN石油委員会(ASCOPE)との協力

東アジア沿海訓練センタｰの設置

CCOP活動に関する域外の海洋技術開発

沿海錫その他砕屑重鉱物及び沿海調査に関する活動

加盟国の活動レビュｰ

事務局員による訓練･指導･船上援助

事務局の海洋物探･測量その他の機器の現状

東南アジアにおける海洋物理･地質探査に関するシ

ンポジウム

将来の事業計画

第四紀地質計画

加盟国の調査活動

事務局の活動

広域第四紀地質センタｰ設立調査ミッション勧告に

関する報告

重力･磁力プログラム

加盟国の活動

将来の事業計画

CCOP活動に関する調査研究の検討

マンガン団塊

MAGNET計画

放射年代測定

沿海調査活動とSEATARのためのリモｰトセン

シング

古地磁気の研究

東アジア大陸縁辺地質図類の準備

海洋環境計画

CCOP研修計画レビュｰ

CCOP出版計画レビュｰ

海洋鉱物資源海洋科学技術海洋環境に関する国

内国際機関との協力(SEATARUNEPEast-

Westセンタｰ環太平洋マップ計画IPODICG

CGMWIGCPCOGEODATAetc.その他国内諾

機関)

1984年6月号�
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井上･神谷･桑形

第9表

国際シンポジウム講演者及び講演タイトル

特別講演r大陸縁の地質構造と進化｣

K.且inz(西独連邦地球科学天然資源研究所海洋地質部長)

�

㈩

㌩

�

セッションIrアジアの地質進化｣座長本座栄一(地調)

N.R.Datta(インド地質調査所):ゴンドワナ大陸の地質

M.J.Terman(米国地質調査所):東アジアにおけるプレｰトテクトニクス

瀬野徹三(日本建築研究所):西太平洋地域の構造発達史

本座栄一(日本地質調査所):日本周辺大陸縁地域の地質構造と進化

�

㈩

㌩

�

セッション皿rエネルギｰ資源(地熱)｣座長長谷紘和(地調)

S.Chuaviroj(タイ鉱物資源局):タイの地熱資源

W.J,Wairegi(ケニアエネノレギｰ省):ケニアの地熱資源

R.T.Datuin(フィリピン電力公社):フィリピンの地熱資源

小川克郎(日本地質調査所):日本における地熱探査

�

㈩

㌩

�

セッション皿rエネルギｰ資源(化石燃料)｣座長藤井敬三(地調)

W.Fuqing(中国地質省科学技術局):中国の石油資源

猪間明俊(日本石油資源開発):島弧における石油地質学的性質と炭化水素資源探査の技術的問題

L.Witoe1ar(インドネシアPERTAMINA):インドネシアの海底べ一スン

藤井敬三(日本地質調査所):大陸と島弧における石炭の粋性

�

㈩

㌩

�

�

セッションlVr鉱物資源｣座長佐藤壮郎(地調)

石原舜三(日本地質調査所):東アジアの金属鉱床

A.S.Zanoria(フィリピン鉱山地球科学局):フィリピンの銅及びクロム鉱床

S.K,Chung(マレイシア地質調査所):マレイシアの錫鉱床とその地域上の意義

W.J.区im(韓国動力資源研究所):韓国のタングステン鉱床

C,B.Oitti(ブラジル鉱山動力省):ブラジルのカｰボナタイト鉱床

�

㈩

㌩

�

�

セッションVr地質災害｣座長衣笠善博(地調)

E.Oe1e(オランダ地質調査所):オランダにおける地盤沈下人為的要素と低地の沿岸防護

町田洋(日本東京都立大学):先史日本における火山噴火活動の意義

B.Ta1ai(パプアニュｰギニア地質調査所):パプアニュｰギニアの火山地質

佃栄吉山崎晴雄(日本地質調査所):地震予知のための活断層発掘調査

W,Lee(米国地質調査所):地震災害

付表

���

�佐

��穴��

��

��

��

��

��倀

���

前剄�

卅��

啊�

��

��

���

��乃���潮健�漱敵�

CommitteeforCo･ordinationofJointOffshoreProspectingfor

��牡�����楮�楡湯晦獨���慳

CommitteeforCo･ordinationofJointProspectingforMinera1

剥��捥�����捩晩捏晦獨���慳

��楴�敦��漱�楣�灯晴����

���瑩潮����楡�����瑩潮偲�牡�攀

��牧�敲����捥慮�牡�楣��楳�潮

���慴楯���潮潦�漱�楡��捩�捥

Econol〕ユicandSocialCommissionforAsiaandthePacific

�物�剥��捥���来�敲楮权潯�楮慴楮权潭浩��

剥�潮���牡������癥������爀

�畤���慳瑁��散瑯��慮������捏倭�振

��偲�散琩

�楴�却慴�慮�慰慮��敲�捥潮���敬潰浥�慮�

���慴楯湯�慴��剥��捥�

�楴��瑩潮獄�敬潰浥�偲�牡�攀

UnitedNationsEnマironmentProgramme

�楴��瑩潮獅��瑩潮��捩�捥慮�由�牡�牧慮穩慴楯�

ASEAN石油理事会

アジア沿海鉱物資源共同探査調整委員

会

南太平洋地域沿海鉱物資源共同探査調

整委員会

世界地質図計画

国際地質対比計画

政府間海洋学委員会

国際地質科学連合

アジア太平洋経済社会委員会

海洋資源工学共同委員会

地域鉱物資源開発センタｰ

束アジアの地質構造及び資源の研究

目米天然資源会議

国連開発計画

国連環境計画

ユネスコ(国連教育科学文化機関)

地質二昌一ス358号�
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クラカタウ噴火100年記念切手

㌍.Q.

1883年にジャワとスマトラの間のスンダ海峡にあったクラカ

タウ火山は大噴火を起しその火山灰は全世界を覆うと共に

その噴火のメカニズムはクラカタウ型カルデラの名と共に火山

学の上に永く記録されるに至った､

クラカタウ島はスンダ海峡にある現在では4つの小さな島

の総称であるカミこれまでに多くの変遷を繰り返して来た.

その中3つラカタ小ラカタセルデンは1883年の爆発以前

からあった島でありアナタ･クラカタウは後カルデラの噴出

である.

クラカタウ火山は第]に現在の4つの島の位置を含む高さ

2000mに及ぶ古クラカタウ火山の生成にさか上ることが出来

る.それは安山岩の成層火山であった.この古クラカタウ

火山は噴火に伴う陥没により姿を消したとSTEHNは推定し

ている.

に達した.それからおよそ30分後ジャワスマトラの海岸

には波高40m近い大津波が押しょせ一瞬にして300近い街

と3万6千人余の生命を奪ってしまった.さらに津波はヨｰ

ロッバにまで達し成層圏に突入した火山灰は全地球を覆っ

た｡この大噴火でダナンペルブアダンは完全に姿を消し

ラカタも半分カミ失われた.さらに海底には最深270mの凹地

が生じたのである.

これがクラカタウカルデラであるがわずか百年前のこ

とでありながらこのカノレデラの成因論噴火のメカニズムに

関しては今でも地球科学者達の議論の対象になっているので

ある.1927年以来カルデラ内では海底噴火が起り玄武岩

を噴出してアナタ･クラカタウカミ生じて成長しつつある･

現在では直径2km海抜150m以上に達しており小爆発と

噴煙が上っている.

そのカルデラ南東縁に800mに達するラカタ火山カミできた.

その岩石はかんらん石玄武岩である.セルデンと小ラカタ

は古クラカタウの残片のようである.

ラカタ火山は多くの玄武岩の岩脈により貫かれたのカミ現在の

カルデラ壁でよく見られる.ラカタ島の玄武岩の下位にも

古クラカタウの安山岩が分布する.その後ラカタの北西(カ

ルデラの内側)にいずれも安山岩からなる高さ450mのダナ

ン120血のペルブアダンの火山カミ生じこれらは合一して9

×5kmの大きな島となった.1680年にペルブアダンから溶

岩が噴出しその後200年にわたる静穏が続いた.

1883年大噴火は5月20目にペルブアダンで始まったがさほ

ど激しいものではなかった.6月後半にはダナンの山麓に新

しい火口が開かれた｡7月中は目立った活動は記録されてい

ない.最後に人が訪れたのは8月11目だった.そして8月

26目午後いよいよ活動は激しくなり夜通し火山雷が走り軽石

の雨が降り続いた.最終的には翌年2月まで活動は続くが

この目から翌々28目までにこの一連の活動による全噴出物の

98%もが放出される､27目噴火は最高潮に達し数回の大爆

発がおこった.最も激烈だったのは午前10時頃のもので爆

発音はオｰストラリア中部まで聞こえ噴煙柱は80kmの高度

1941年にW工LLIAMsは彼のカルデラ研究の総まとめを行っ

た.その中で彼はクラカタウをカルデラの1つの典型として

クラカタウ型カルデラの名を与えた.それは激しい大量の火

山砕属物が主に熱雲の形で放出されることによりマグマ溜の

中のレベルが下ってその天井が破砕されて上部の火山体が

マグマ溜の中に落ち込むことによりカノレデラが形成される.

日本の大型カルデラの多くはこの型に属すると言うものであ

る.クラカタウ型はその後北米のクレｰタｰレｰクを例とし

てクレｰタｰレｰク型と改称されたりしたカミ1960年代に入

ってから北海道大学の横山教授によるこの型のカルデラ形式

について異論が称えられた.それはカルデラ直下のマグマ溜

を仮定しないでじようご型の凹地に噴出物が埋ったとするも

のである.最近の支笏カルデラにおける地震探査の結果では

カルデラの落ち込みの底はかなり平坦でありじょうご型構造

は認められないと報告されたりしており更に今後考究する必

要が予想される.

1983年11月には噴火100年を記念してシンポジウムが開かれ

ると共に2種の切手が発行された･110は爆発のシｰンを

再現しているが山体の形は100年前の実際とは異なる様であ

る.275はスンダ海峡におけるクラカタウの位置と気圧の

伝播を現わす同心円を示している.
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